
LCT	
 にもとづいたライフスタイルの変革を目的とした、	
 

ものづくり企業を中心とする学校との協働の模索	
 

〜持続可能な、消費者行動および生産者行動（ESD・モノづくりキャリア教育）を目指し〜	
 

	
 

○北村祐介※１※２、海老原誠治※１※３、中村尚弘※１※４、高岡由紀子※１※５、	
 

平野ゆうき※１※６、成田宏昭※７、荘司孝志※8、吉川大貴※１※４、西尾チヅル※１※９	
 

	
 

※１：資源と環境の教育を考える会「エコが見える学校」、※２：LCT・LCA	
 を用いた環境教育促進団体elsa、※３：三信化工株式会社、※４：株式会社チクマ	
 

※５：グリーン購入ネットワーク、※６：株式会社久栄社、※７：慶應義塾湘南藤沢中等部・高等部、※８：東京都立つばさ総合高等学校、※９：筑波大学	
 

	
 

キーワード：ライフサイクル、生活環境、産学協働、意識変革、ESD	
 

	
 	
 

	
 当団体は、ものづくり企業が中心となる、産学連携コンソーシアムである。各種イベントの来場者

に対してコンテンツ体験により、身の回りの製品を題材としたライフサイクル思考（LCT）に基づいた

消費者行動と生産者行動（ESD・モノづくりキャリア教育）への気づきを与えることを試みている。本

取組みは、ものづくり企業と学校が協働を実現するために連携する際のベネフィットの確認と課題を

抽出するものである。	
 

	
 継続性を持った取組として、より多くの消費者へ普及啓発をすべく、学校教育のフィールドと連携

し、各ステークスホルダーに対して以下のベネフィットを追求する「協働の取組」を模索した。	
 	
 

	
 ●生徒：環境教育への興味の追求、キャリア教育、社会における興味の追求	
 	
 

	
 ●学校：環境教育、ESD・キャリア教育・モノづくり教育、課外授業	
 	
 

	
 ●普及促進主体：生徒自身への普及、生徒がバブになり学校内・知人・家庭への普及・生徒自身への自己深化、普及促進主体	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 におけるファシリテーター育成のモデル構築、人員リソースの模索	
 	
 

	
 取組みの方法としては、当団体のコンテンツを高校生がファシリテーターとなり環境教育を行った。

首都圏の高等学校２校と連携して実施し、その方法や課題点についてアンケート調査を実施。各ステ

ークスホルダーにおけるベネフィットを整理した。	
 

	
 アンケートおよびヒヤリングから、各ステークスホルダーにおいて次の結果が認められた。高校生

においては、「気づきから行動へ」という考え方に共感し、環境情報を自分の言葉で説明することや、

会話の仕方など「コミュニケーション」の難しさを実感したというコメントが確認できた。学校につ

いては、生徒の自発的積極性が確認でき、外部へ参画する意義が認識された。普及促進主体としては、

協働により、多様な世代が構成され、参加者の受入も広がった。	
 

	
 普及促進主体の視点では、学校・生徒の受容性が高く、取組みの一定効果を確認した。しかし、消

費者にとって十分な理解を満たすコミュニケーションが果たせたかどうかという議論は残った。さら

に、今後の課題として、ファシリテーターの差による受容性の評価や、高校や生徒における持続性も

継続した追跡調査が必要であると考えている。	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 以上	
 


